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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗：改善　↘：悪化　→：変化なし　―：数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位：千円、人）

市町村規制区域の候補区域の設定 ―― 0―
長野県内全域（長野市、松本市を除く）の規制区域の候補区

域を設定するため、75市町村を目標とする。
① 未達成75→

達成目標

（★印が付いているものは主要目標） 年 数値
単位

目標

年 数値年 数値

直近３か年の状況

年 数値

事　業　名 盛土対策事業費
部局 建設部 課・室 都市・まちづくり課

実施期間 R5 ～

達成

状況
目標値設定理由

R5年度

実績 推移
単位

R3年度 R4年度
No. 指標名

実績 実績 推移

R5年度

目標値

災害に強い県づくりの推進

No.

1-2①

施策分野（施策の総合的展開名）

事業番号 11 07 05 事業改善シート（令和５年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

○令和３年７月に静岡県熱海市で大規模な土石流災害が発生したことや、危険な盛土等に関する法律による規制が十分でない。

○このことから盛土等による災害から国民の生命・財産を守るため、「宅地造成及び特定盛土等規制法」（通称：盛土規制法）が

公布され、危険な盛土等を全国一律の基準で規制することとされた。

盛土規制法の適切な運用により、盛土等による災害から県民の生命・財産を守る。

①基礎調査の実施

pref.nagano.lg.jptoshi-machi

・盛土規制法では、盛土等により人家等に危害を及ぼしうる区域を規制区域として指定し、盛土行為を許可制にすることで、盛土等の

安全性を確保するため、規制区域を指定するための基礎調査を実施する。

E-mail

0 20,800 0 20,800 10,400 20,800

―

R4年度 0 0 0 0 0 0 ―

R3年度 0 0 0 0 0 0

5.0R5年度

区分
予算額

決算額 職員数
前年度繰越 当初予算 補正予算等

合計

（予算現額） うち一般財源



７　主な取組実績と成果

８　成果指標の達成状況に関する要因分析

９　今後の事業の方向性

05

R5年度推移 → 達成状況 未達成指標① 規制区域の候補区域の設定 R4年度推移 ―

事業改善シート（令和５年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

事　業　名 盛土対策事業費 部局

①基礎調査の実施

・委託事業を発注・契約し、都市計画区域の指定状況などが異なる7市町村をモデル地域として設定し、規制区域の抽出方法や素

案の検討を行った。

・県内で統一的な規制方針となるよう、中核市である長野市・松本市と連絡調整を実施した。

建設部 課・室 都市・まちづくり課

事業番号 11 07

効率的な事業執行のため、モデル地域により集落の抽出方法などの検討を優先して進めたことにより、全県の区域案の設定までは到達

しなかった。

(1) 上記７、８及び県民の意見等を踏まえた課題

・令和5年度にモデル地域で比較検討した結果、合理的な規制区域の指定方針を決定。

・指定方針をもとに全県の規制区域案を作成し、市町村や有識者に意見聴取を行いながら、県民や事業者に向けて説明していくこと

が求められる。

(2) 事業改善の方策

・県の考え方を整理したうえで、パブリックコメントや説明会を実施し、新たな規制について理解を深めてもらいながら、令和7年5月末の

区域指定を目指していく。



実施方法

□当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

1

細事業

No.
細事業名

盛土対策事業

No.

1

部局 建設部 課・室 都市・まちづくり課

令和５年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

盛土規制法第４条の規定による基礎調査を実施し、規制区域の候補区域を設定

7市町村をモデルに比較検討し、区域指定の方針案を設定

委託

R5年度

決算額

R4年度

決算額

事　業　名 盛土対策事業費

事業番号 11 07 05 細事業一覧（令和５年度実施事業分）

R3年度

決算額

20,800――

千円千円千円

細事業を構成する主な取組

規制区域指定調査の実施


